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図 2.1 観測システム 
 




















































図 3.2.1 停波 
 

























図 4.1.1 短時間フーリエ変換 
（時間分解能優先の場合） 
























































図 4.2.1 MorletWaveletのプロット図（Scale25と Scale35） 
 




































図 4.2.2 DGaussianWavelet のプロット図（Scale25と Scale35） 
 













実際に連続ウェーブレット変換を適用した例を図 4.3.1および図 4.3.2に示す。図 4.3.1
はマザーウェーブレットに MorletWavelet、図 4.3.2 はマザーウェーブレットに
DGaussianWavelet を使用した場合の結果である。2 つの図のプロット期間は、2012





























ール値は Scale25と Scale35とした。 











図 4.3.3 MorletWaveletを用いた連続ウェーブレット変換結果（赤枠の部分） 
 
図 4.3.4 MorletWaveletを用いた連続ウェーブレット変換結果（オレンジ枠の部分） 
 
図 4.3.5 DGaussianWavelet を用いた連続ウェーブレット変換結果（青枠の部分） 
 









際に使用しているデータは、図 4.3.3 及び図 4.3.4 中の赤線でプロットしたデータであ
る。一方、DGaussianWavelet を使用した場合は、図 4.3.5 及び図 4.3.6 中の赤線でプ
ロットしたデータをそのまま解析に用いている。 
 




たい。Scale25 および Scale35 に相当する𝑎の値をマザーウェーブレットごとに以下の
表にまとめる。 
表 4.4.1 実際に使用した𝑎の値 
 MorletWavelet DGaussianWavelet 
Scale25 𝑎 = 65.76 𝑎 = 14.84 
Scale35 𝑎 = 371.98 𝑎 = 83.92 
 
ここで、解析に使用した 2 つのマザーウェーブレットに対してフーリエ変換を適用し











図 4.4.3 DGaussianWavelet の 
フーリエ変換（Scale25） 















表 4.4.1 スペクトルが最大となっていた周波数 
 MorletWavelet DGaussianWavelet 
Scale25 3.25 × 10−4[Hz] 2.67 × 10−4[Hz] 











 本稿で解析対象とした放送波は東京スカイツリーを送信局とする NHK FM 東京




年 4月 23日から 2014年 9月 25日までの 885日間とした。観測開始日が 2012年 4月
23 日となっているのは、もともと東京タワーを送信局としていた NHK FM 東京
（82.5MHz）がこの日から東京スカイツリーを送信局とした放送に切り替えられたた
めである。以下に平常時の観測波形（2014年 8月 12日）を示す。 
 
 
図 5.1 NHK FM 東京（82.5MHz）の観測波形 
 


























表 6.1 伝搬異常検出条件と伝搬異常発生回数 








Scale25 3.0 30分 38回 
Scale35 10.0 4時間 30回 
NHK FM
水戸 
Scale25 3.0 4時間 29回 




Scale25 4.5 1時間 30回 
Scale35 10.0 3時間 32回 
NHK FM 
水戸 
Scale25 5.5 4時間 30回 








図 6.1 伝搬異常判定例 
（マザーウェーブレット：Scale25の DGaussianWavelet 放送波：東京スカイツリー） 
 






































と図 7.1.2 に地震と伝搬異常が併発したと判断する場合とそうでない場合を図示する。 
 
  











































































ら順に、M≧4.5、M≧5.0、M≧5.5 のようにマグニチュードを 0.5 ずつ 4 段階に分け
て解析を行った。以下の表に、解析範囲ごとの地震発生回数をまとめる。 
 
表 8.1 解析範囲と地震発生回数の関係 
解析範囲 M≧4.0 M≧4.5 M≧5.0 M≧5.5 
東京スカイツリー 
（L≦75[km]） 
29回 14回 7回 3回 
茨城県燕山 
（L≦100[km]） 
126回 39回 15回 6回 
東京スカイツリー
と茨城県燕山両方 


























る。なお、本稿で示す結果の図は、関連付け時間長𝑡seqを−5 ≦ 𝑡seq ≦ 5としているため、



















伝搬異常は、Scale25 で 38 回、Scale35 で 30 回発生していた。図 9.1.1 と図 9.1.2
から、マグニチュードが大きいほど地震と伝搬異常の関連性が高いことがわかる。また、
関連付け時間長𝑡seqが1あるいは−1のときに確率利得の値が最大となっているため、地
震発生前後 1 日以内に伝搬異常が発生しやすいと言える。また、𝑡seq＝− 1で伝搬異常




率利得が最大となっていることがわかる。これは、Scale35 でのみ 2014 年 9 月 16 日













（マザーウェーブレット：Scale25の DGaussianWavelet 放送波：東京スカイツリー） 
 
 
図 9.1.4 確率利得𝑃G算出結果 





Scale25（図 9.1.3）の𝑡seq = −1で伝搬異常と併発した地震を確認すると、MorletWavelet
24 
 
の Scale25 と Scale35 で検出された伝搬異常と併発していた地震と同じものであった。
しかし、DGaussianWavelet の Scale35（図 9.1.4）では、この伝搬異常を検出できな
































震との関連性（𝑡seq = −2）を確認してみると、Scale25 では𝑡seq = −1で併発していた













（マザーウェーブレット：Scale25の DGaussianWavelet 放送波：茨城県燕山） 
 
 
図 9.2.4 確率利得𝑃G算出結果 
（マザーウェーブレット：Scale35の DGaussianWavelet 放送波：茨城県燕山） 
 
伝搬異常は、Scale25で 30回、Scale35で 25回発生していた。図 9.2.3および図 9.2.4
も今までの結果と同様、地震発生 1日前後に伝搬異常が発生しやすい傾向がある。また、



























それぞれ、伝搬異常発生回数は、Scale25 で 9 回、Scale35 で 13 回である。複数の
伝搬路で同時に発生した伝搬異常のみを解析対象とすることで、伝搬異常の発生回数が
大幅に減ったことがわかる。地震と併発していた伝搬異常が各伝搬路単体で発生してい

















図 9.3.3 確率利得𝑃G算出結果 
（DGaussianWavelet Scale25 東京スカイツリー＆茨城県燕山） 
 
 
図 9.3.4 確率利得𝑃G算出結果 




















表 9.4.1 確率利得𝑃G算出結果まとめ 
スケール値 放送波 MorletWavelet DGaussianWavelet 
Scale25 
東京スカイツリー 7.8 9.8 





東京スカイツリー 9.8 9.2 






























































地震発生数は表 8.1の 3行目に記している。 
 
図 10.1 マザーウェーブレット・スケール値ごとの的中率 
 
 





に着目すると、マザーウェーブレットに Scale25 の MorletWavelet を用いた場合の的
中率がM≧4.0で約 55.6%となっている。よって、伝搬異常の発生によって地震が起き
ると仮定した場合の誤報率が低いと言い換えることができる。また、MorletWavelet




























































図 11.1.3 3sigma法を用いた伝搬異常における的中率 
 
図 11.1.2 3sigma法を用いた伝搬異常検出における予知率 
 









表 11.1.1 3sigma法と連続ウェーブレット変換の比較 
 確率利得𝑃G 的中率 予知率 
3sigma法 13.0 14.7% 13.3% 
↓ ↓約 2.5倍 ↓約 3.8倍 ↓約 1.5倍 
































定を行っていた。しかし、第 8 章で示した方法では、伝搬路-震央間距離 L[km]によっ
てその解析範囲が一意に決められてしまうため、地震の規模 M や震央の深さ D[km]に
よらず、その解析範囲は一定であった。また、伝搬路の遠方で発生していた地震でも、

































表 12.2.1 サンプルと特徴項目 
サンプル 
特徴項目 
𝑥1 𝑥2 𝑥3 ⋯ 𝑥𝑘 
No.1 𝑥11 𝑥12 𝑥13 ⋯ 𝑥1𝑘 
No.2 𝑥21 𝑥22 𝑥23 ⋯ 𝑥2𝑘 
No.3 𝑥31 𝑥32 𝑥33 ⋯ 𝑥3𝑘 
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 









































表 12.2.2 正規化後のサンプルと特徴項目 
サンプル 
特徴項目 
𝑋1 𝑋2 𝑋3 ⋯ 𝑋𝑘 
No.1 𝑋11 𝑋12 𝑋13 ⋯ 𝑋1𝑘 
No.2 𝑋21 𝑋22 𝑋23 ⋯ 𝑋2𝑘 
No.3 𝑋31 𝑋32 𝑋33 ⋯ 𝑋3𝑘 
⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ 
No. 𝑛 𝑋𝑛1 𝑋𝑛2 𝑋𝑛3 ⋯ 𝑋𝑛𝑘 
平均値 0 0 0 0 0 
標準偏差 1 1 1 1 1 
 
表 12.2.2のように、正規化された特徴項目の平均値は 0、標準偏差は 1になる。 
 
第 3段階 
 正規化された特徴項目間の相関係数𝑟をすべて求め、相関行列 Rにまとめる。 
 






















    (12.2.4) 
相関係数は、共分散をそれぞれの標準偏差で割ったものと等しいと言える。しかし、








































































( 𝑗 = 1,2,… , 𝑘) 
(12.2.7) 
 
表 12.2.3 評価対象サンプルの特徴項目と正規化 
サンプル 
特徴項目 





















































































 STEP.1 では、連続ウェーブレット変換（マザーウェーブレットに Scale25 の
MorletWaveletを使用）によって検出した伝搬異常を使用している。したがって、伝搬












表 12.3.1 算出したマハラノビス距離に対して設けたしきい値 
 4.0≦M<4.5 4.5≦M<5.0 5.0≦M<5.5 5.5≦M<8.0 


























MT法 L≦150[km]  D≦72[km] 
  
図 12.3.2 確率利得𝑃G算出結果 
（伝搬異常発生回数：9回） 
図 12.3.3 確率利得𝑃G算出結果 
（伝搬異常発生回数：9回） 
 
 図 9.3.1 で扱った伝搬異常と同じものを使用し、2 つの方法で選定した地震との関連
性を図 12.3.2 と図 12.3.3 に示した。図 9.3.1 の確率利得が最も高いが、的中率は 3 つ
のグラフで変わらない（M≧4.0で 55.6%）。ここで、図 12.3.2と図 12.3.3を比較する
と、MT法を使用した場合の確率利得が、L[km]と D[km]を用いた場合の結果よりも高
くなっていることがわかる。 
図 12.3.2と図 12.3.3で解析対象となった地震の回数を表にまとめる。 
 
表 12.3.1 地震発生回数 
マグニチュード MT法（図 12.3.2） L≦150[km] D≦72[km]（図 12.3.3） 
M≧4.0 211回 200回 
M≧4.5 74回 73回 
M≧5.0 23回 27回 
M≧5.5 7回 11回 
 
表を見ると、M≧4.0 及び M≧4.5 の条件では L[km]、D[km]による地震選定の方が
解析対象となる地震の回数が少なく、M≧5.0 及び M≧5.5 の条件でその関係性が逆転
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